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課題１（必須） 
近年，企業による人権尊重の必要性について国際的な関心が高まっている。2011年，国連人権

理事会で「ビジネスと人権に関する指導原則：国連「保護，尊重及び救済」枠組みの実施（以下，

「指導原則」とする。）」が全会一致で支持された。その後，2015年に国連総会で採択された「持

続可能な開発のための2030アジェンダ」において指導原則が言及され，2017年の G20ハンブル

ク首脳宣言において「ビジネスと人権に関する国別行動計画（NAP）のような適切な政策枠組み

を構築するよう取り組む」旨が明記された。既に30を超える国・地域が NAP やそれに相当する

文書を策定済み又は策定中であり，西欧諸国などでは，人権保護を目的とするサプライチェーン

規制を強化するための国内法の整備が行われている。 
我が国では，2020年10月，「ビジネスと人権に関する行動計画に係る関係府省庁連絡会議」に

おいて「『ビジネスと人権』に関する行動計画（2020－2025）」が策定され，政府が，企業に対し，

人権デュー・ディリジェンスの導入促進を期待する旨が表明されている。 
 
以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。 

① 「指導原則」が求めている人権に関する企業の責任とはどのようなものか，人権を保護する

国家の義務との相違を踏まえて説明しなさい。 
② 我が国の企業は，①で説明した責任を果たすための取組をどの程度実施していると言えるの

か述べなさい。 
③ 政府が，企業に対し，人権デュー・ディリジェンスの導入促進を期待しているのはなぜか，

その理由を説明しなさい。 
④ 我が国が企業による人権デュー・ディリジェンスの実施を促進するための施策としてどのよ

うなものが考えられるか論じなさい。 
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資料１ ビジネスと人権に関する指導原則：国連「保護，尊重及び救済」枠組みの実施（抄） 

 
Ⅰ．人権を保護する国家の義務 
Ａ．基本原則 
１．国家は，その領域及び／または管轄内において生じた企業を含む第三者による人権侵害から

保護しなければならない。このために国家は，実効的な政策，立法，規制や司法判断を通じ

て，人権侵害を予防，調査，処罰，救済するための適切な手段をとらなければならない。 
２．国家は，その領域及び／または管轄内に拠点を有する全ての企業がその活動の全体を通じて

人権を尊重することへの期待を明確に表明するべきである。 
（以下略） 
 
Ⅱ．人権を尊重する企業の責任 
Ａ．基本原則 
11．企業は人権を尊重すべきである。それは，企業が他者への人権侵害を回避し，企業が関与し

た人権への悪影響に対処すべきことを意味する。 
12．人権を尊重する企業の責任は国際的に承認された人権に拠っているが，それは少なくとも，

国際人権章典や労働における基本的原則及び権利に関する国際労働機関（ILO）宣言に規定

されている基本的権利に関する原則等に表明されている人権と理解される。 
13．人権を尊重する責任は企業に以下の事項を要求する。 

(a) 企業活動による人権への悪影響の惹起またはその助長を回避し，惹起した際には対処する

こと。 
(b) 企業活動と直接関連する，または取引関係による製品もしくはサービスに直接関連する人

権への悪影響については，企業がその惹起に寄与していなくても，回避又は軽減に努める

こと。 
14．人権を尊重する企業の責任は，企業の規模，業種，企業活動の状況，所有者，組織構成に関

係なく全ての企業に適用される。ただし，企業がその責任を果たすためにとる手段の規模や

複雑さは，上記の諸要素や企業による人権への悪影響の重大性により異なり得る。 
15．企業は，人権を尊重する責任を果たすため，その規模と状況に応じて，以下を含む企業方針

と手続を持つべきである。 
(a) 人権を尊重する責任を果たすという企業方針によるコミットメント。 
(b) 人権への影響を特定し，予防し，軽減し，対処方法を説明するための人権デュー・ディリ

ジェンス手続。 
(c) 企業が惹起させまたは寄与したあらゆる人権への悪影響からの救済を可能とする手続。 

（以下略） 
 
 出所：外務省ホームページ 
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資料３ 我が国の「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020－2025）の概要（抄） 

 
第１章 行動計画ができるまで 

（略） 
第２章 行動計画 

１．基本的な考え方 
(1) 政府，政府関連機関及び地方公共団体等の「ビジネスと人権」に関する理解促進と意識

向上 
(2) 企業の「ビジネスと人権」に関する理解促進と意識向上 
(3) 社会全体の人権に関する理解促進と意識向上 
(4) サプライチェーンにおける人権尊重を促進する仕組みの整備 
(5) 救済メカニズムの整備及び改善 

２．分野別行動計画 
（略） 

第３章 政府から企業への期待 

政府は，その規模，業種等にかかわらず，日本企業が，国際的に認められた人権等を尊重し，

「指導原則」やその他関連する国際的なスタンダードを踏まえ，人権デュー・ディリジェンスの

プロセスを導入することを期待。 
第４章 行動計画の実施・見直しに関する枠組み 

（略） 
 
 出所：外務省ホームページ 
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出題の趣旨（課題１） 

 本問は，我が国企業のビジネスと人権に関する取組の現状などについて資料を基に説明するとと

もに，企業の人権デュー・ディリジェンスの実施を促進するための施策を論じることを求める課題

である。 

 産業政策，労働政策，外交政策など多分野にまたがる政策課題を題材とすることで，現状を多様

な視点から捉えて政策立案を行う能力を見極めるねらいがある。 

 
 
 
採点の全体講評（課題１） 

この課題はビジネスにおける人権尊重と政府の役割について考えてもらうことをねらいとしてお

り， 

・人権尊重のために，企業が人権デュー・ディリジェンスを実施しなければならないこと 

・また，それを政府が促進すべきこと 

の2点はおおむね答案に反映されていた。 

しかし，その前提となる企業の生産活動のグローバリゼーションや，それに伴って生じる海外サ

プライチェーンの課題を正確に認識できた答案は意外と少なかった。また，企画案についても企業

に対する啓発を重視する答案はあったものの，欧州諸国における人権デュー・ディリジェンス関連

法が日本の文脈でどの程度の妥当性を持つのかを検討する答案はあまり多くは見られなかった。 

 

設問①に関して 

大方の答案は，資料に基づいて人権デュー・ディリジェンスが何を意味するのかについて正しく

説明できていた。ただ，国際的な理解とは異なり，人権デュー・ディリジェンスの対象となる「国

際的に承認された人権」を狭く解釈し，日本国内の労働者の権利に限定して議論を展開する答案も

中にはあった。また，国家の義務が自国領域内にとどまり，その点で企業の責任とは異なることを

述べる答案は少なからず見られたものの，企業の人権尊重責任は国家の義務とは違って国際法上の

責任ではないことに言及する答案は意外と少なかった。社会的な責任と法的な責任の違いにも留意

してほしかった。 

 

設問②に関して 

ほとんどの答案が 

・日本企業の人権尊重への取組が欧米企業のそれよりも遅れていること 

・人権デュー・ディリジェンスを意識的に実施している企業も半分程度であること，また，それ

を実施している企業もその対象を社内やグループ内に限定していること 

などを資料に基づいて述べることができていた。しかしながら，前述のように，海外サプライチェ

ーンにおける人権尊重が不十分である点を特に問題視する答案は期待したほど多くはなかった。 

 

設問③に関して 

日本企業による人権尊重を促進する日本政府の動機に関しては，人権尊重が世界的な動向である
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からとする人権保護の観点から説明する答案が目立ったが，中には人権尊重の欠如が国際経済にお

ける日本企業の地位を脅かすことになる可能性について言及するものも多く見られた。 

ただし， 

・深刻な人権侵害がアジア地域に集中的に見られることと，日本企業が当該地域においてサプラ

イチェーンを有していることとを結び付けた答案 

・ESG 投資の増大によって人権尊重が企業の資金調達にとって近年一層重要になっていることか

ら，人権を尊重しない日本企業が金融市場から排除される可能性に言及した答案 

はそれほど多く見られなかった。このことから，経済のグローバル化と人権侵害の関係性に関する

理解や，ESG 投資の日本経済へのインパクトに関する理解が不足していることが危惧される。 

 

設問④に関して 

日本政府の行動計画に述べられている「ビジネスと人権」に関する企業の理解促進と意識向上を

目指すという処方箋の延長線上での提案が多かった。例えば，人権デュー・ディリジェンスの実施

に関するガイドラインの策定や人権デュー・ディリジェンスの専門家養成などである。意外にも，

欧州諸国で立法化されている人権デュー・ディリジェンス関連法に類似する法案の日本での導入や

人権デュー・ディリジェンスの実施を義務付ける国際条約締結の可能性などについて議論する答案

はあまり多くは見られなかった。また，漠然と ESG 投資を促進すべきとする提案もあったが，具体

策は示されなかった。更に，多国籍企業と中小企業を区別して対策を検討する答案も少なかった。

全体的にもう少しきめ細かい検討が欲しかった。 
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課題２（選択） 
我が国は，観光を成長戦略の柱，地方創生の切り札と位置付け，国内外の旅行者の地域への誘

客，交流人口の拡大に向けた取組を進めてきた。「ナイトタイムエコノミー」は，文化・経済の

両面でまちを活性化させ，今後の経済を支える重要なテーマである。ナイトタイムに行われる

様々な活動から，未来の文化が生まれ，国内外の人々を広く魅了し，引きつける大きな可能性が

ある。 
同じ島国という立場のイギリスでは，ナイトタイムエコノミーは成長産業と考えられており，

パンデミック前の2019年で GDP に占める割合は5.09％，パンデミック中の2020年ですら2.69％
となっている。 

日本でも，超党派のダンス文化推進議員連盟や「クラブとクラブカルチャーを守る会」が，

「健全な夜間市場（ナイトタイムエコノミー）の創設」を目標の一つとして，風俗営業等の規制

及び業務の適正化等に関する法律（風営法）によるダンス営業の規制などについての議論を進め

たこともあり，同法は2015年に改正され，その翌年に改正法の全てが施行された。 
 
以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。 

① 我が国のナイトタイムエコノミーの現状と課題について，他国と比較しつつ，我が国の観光

業の特徴も交えて説明しなさい。 
② 我が国のナイトタイムエコノミーの活性化に資するソフトパワーとしてどのようなものがあ

ると考えられるか。そして，それを具体的に利用した施策としてどのようなものがあるかを一

つ挙げて説明しなさい。 
③ ナイトタイムエコノミーのコアとして期待されているエンターテインメント施設に IR（統合

型リゾート：Integrated Resort）施設がある。IR 施設はゲーミング施設（カジノ施設）と宿

泊施設，MICE 施設*，商業施設，エンターテインメント施設等から構成されている。この IR
施設の利点と課題を論じなさい。 

 
*MICE：企業等の会議（Meeting），企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）

(Incentive Travel），国際機関・団体，学会等が行う国際会議（Convention），展示会・見本市，

イベント（Exhibition／Event）の頭文字を使った造語で，これらのビジネスイベントの総称 
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資料１ 日本国憲法（抄） 

 
第21条第１項 集会，結社及び言論，出版その他一切の表現の自由は，これを保障する。 
第22条第１項 何人も，公共の福祉に反しない限り，居住，移転及び職業選択の自由を有する。 
第31条 何人も，法律の定める手続によらなければ，その生命若しくは自由を奪はれ，又はその

他の刑罰を科せられない。 
 
 

資料２ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正に関する報道 

 
 

 
（著作権の関係により省略） 
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資料３ 気候変動と観光業の関係に関する報道 

 

 
 
 
 

 
（著作権の関係により省略） 
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資料７－１ IR 整備法に基づく基本方針の概要（抄） 

 
第１ IR 整備の意義・目標 

◆意義 
○ 国際的な MICE ビジネスを展開するとともに，長期滞在に対応した訪日外国人旅行を促進

し，来訪客に国内各地を訪れて頂くことにより，「国際競争力の高い魅力ある滞在型観光」

を実現。 
○ IR 整備に当たっては，①IR 区域・施設に係る安全や健康・衛生の確保，②カジノ事業収

益の公益還元，③都道府県等によるギャンブル等依存症対策の充実，④IR 事業者等との接

触ルールの策定，IR 事業者のコンプライアンスの確保が極めて重要な前提条件 
 

◆目標 
○ 我が国における MICE 開催件数の増加。 
○ 2030年に訪日外国人旅行者数を6,000万人，消費額を15兆円とする政府目標達成への貢献。 
○ 訪日外国人旅行者の国内各地の観光地への訪問の増加。 
 

第２～第４ 

（略） 
 

第５ その他 

○ インバウンド促進やギャンブル等依存症対策など，関係施策と連携して施策を推進。 
 

第６ カジノ施設の有害影響排除 

○ 関係者が密接に連携して，犯罪発生の予防，青少年の健全育成，依存防止のための施策及

び措置を確実に実施するとともに，IR 事業者及び都道府県等において，依存防止のために

万全の対策を講じ，ギャンブル等依存症対策基本法に基づく取組を一層強力に推進。 
 
出所：観光庁ホームページ 
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出題の趣旨（課題２） 

本問は，今後の我が国の成長戦略と地方創生において重要な文化・観光政策並びに地域経済振興

策でもある「ナイトタイムエコノミー」の可能性と課題について考察させる課題である。 

「ナイトタイムエコノミー」の活性化策を題材とすることで，法律上の制約，国内外のニーズ，

外国の事例といった様々な考慮すべき要素を踏まえた政策立案を行う能力を見極めるねらいがある。 

 
 
 
採点の全体講評（課題２） 

全体的には，我が国が有している文化的特性に着目し，ソフトパワーをナイトタイムエコノミー

と結び付けて観光客誘致に活用することを論じた答案が多くあった。他方で，資料に基づく分析が

十分でない答案も散見された。 

 

設問①に関して 

この問いは，我が国のナイトタイムエコノミーの現状と課題について問うものであるが，現状と

課題のいずれについても，もっと鳥瞰的に捉えたり，あるいは一つの事柄についてより深く言及し

たりしてほしかった。例えば，ナイトタイムエコノミー活性化につながる経済活動が惹起すること

が想定される問題として，「ストリートレベルの官僚制」による関連法規の恣意的運用の可能性，オ

ーバーツーリズムなどがあるが，それらに言及した答案は少なかった。陸上公共交通が発達してい

ることからエコツーリズムの要件を満たし得るといったインフラ特性などに言及した答案も少なか

った。なお，感染症や戦争などに対する脆弱性，日独で国内旅行者が多くを占めている現状，地球

温暖化と「飛び恥」，中等教育等でのダンス必修化等によるダンスをめぐる意識の変化に着目するな

ど，分析・洞察力が発揮された答案もあった。 

 

設問②に関して 

ナイトタイムエコノミーとソフトパワーを結び付けて，我が国が有している文化的特性の中でも

とりわけ食をめぐる業態の多様性に着目し，それらを広く海外・国内の観光客誘致に活用すること

を企画提案しており，いずれの答案もよくできていた。 

  

設問③に関して 

IR 施設をめぐって，欧米諸国とは異なる後発型カジノの代表例たるシンガポールの資料を読み解

けるか否かで答案の分析力に差が出た。我が国の文化・社会的特性を考慮して，反社会的組織の排

除やギャンブル依存症対策，施設管理や法整備の工夫もカバーできている答案があった。 
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課題３（選択） 

世界一の長寿社会を迎えた我が国では，今後も健康寿命の更なる延伸が期待される中，「人生

100年時代」を見据えた経済社会の在り方を構想することが求められ，意欲ある高齢者に働く場

を準備することが社会的な課題となっている。 
政府は，より多くの人がこれまでよりも長い期間にわたり多様な形で働くようになることが見

込まれる中，70歳までの就業機会の確保を事業主の努力義務とする法改正，年金の受給開始時期

の選択肢を60歳から75歳の間に拡大する法改正，高齢期を見据えたキャリア形成支援など，様々

な施策を行ってきた。 
 
以上の記述及び次頁以降の資料を基に，次の問いに解答しなさい。 

① 高齢者に働く場を準備する施策が進められているのはどのような背景があると考えられるか。

また，高齢者の就業を難しくしている経済的・社会的要因としてはどのようなものが考えられ

るか。 
② ①で挙げた高齢者の就業を難しくしている経済的・社会的要因を踏まえ，高齢者の就業機会

を更に確保するために必要だとあなたが考える施策について，その概要を説明しなさい。 
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出題の趣旨（課題３） 

 本問は，高齢者に働く場を準備する施策が進められている背景と高齢者の就業を難しくしている

経済的・社会的要因について資料を基に説明するとともに，高齢者の就業機会を更に確保するため

に必要な施策について，様々な制度の在り方と関連させて論じることを求める課題である。 

 高齢者の就業促進という一つの政策課題が，雇用システム，職業能力開発，生涯教育，社会保障

など我が国の様々な社会・経済の仕組みの在り方を考えることにつながっていることを把握する能

力とともに，そうした現状把握を基に政策立案を行う能力を見極めるねらいがある。 

 
 
 
採点の全体講評（課題３） 

本問の答案全般を見ると，資料から読み取れることを丁寧に解説することに力を入れたものが目

についた。資料をきちんと読み取ることは必要であるが，それを基に，更に本問に係る自らの知識

等を用いて考察や施策の提言を行う答案が乏しかった。 

 

本問の①では，高齢者に働く場を準備する施策が進められている背景を問うているが，健康寿命

の伸長が就業のニーズをもたらすという指摘はほとんどの答案で見られたものの，その他の背景に

言及する答案は少なかった。また，その他の背景に言及した答案も，高齢者の就業を難しくしてい

る経済的・社会的要因については，雇用側の取組具合が十分でないことを挙げるにとどまり，労働

者側のスキル向上の必要性などに言及するものは少なかった。なお，社会保障費用の増加を緩和さ

せるためにも高齢者就業促進が必要であるという「背景」についてのみ記述する答案があったが，

この問いの後段では高齢者の就業を難しくしている要因について解答することを求めており，不十

分である。 

本問の②については，高齢者の就業機会を確保する施策として，定年制の延長など制度上の見直

し，補助金などによる企業側へのインセンティブ付与など雇用側に係る施策を挙げる答案が多かっ

た。一方で，リスキリングなど人的資本の充実，労働と介護・医療の両立支援など高齢の労働者側

に係る施策に触れる答案は少なかった。また，シルバー人材センターについては，解答の方向性や

内容が現状の制度を前提として利用促進策を論じることに偏った答案が多く，その是非や普遍的な

活用性に言及し，それを踏まえた施策を説明するものは少なかった。 

 

繰り返しになるが，資料から読み取れることの解説にとどまる答案が多かったように感じられた。

その部分については十分な記述がなされているものの，資料を基にして更に自らの考え方を展開す

る答案は少なかった印象がある。 

 

 


